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奈良市議案第３６号

平成２８年度奈良市病院事業会計予算

　（総則）

第１条　平成２８年度奈良市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　１．病 床 数� 一 般 病 床　　　３４９床 

� 感染症病床　　　　　１床 

　２．年 間 患 者 数

　　⑴　入 院� １０２，４５４人

　　⑵　外 来� ２２６，６７２人

　３．１日平均患者数

　　⑴　入 院� ２８１人

　　⑵　外 来� ７７４人

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　入

　第１款　病 院 事 業 収 益� ６７５，２１０千円 

　　第１項　医 業 収 益� ３６，９７８千円 

　　第２項　医 業 外 収 益� ４９３，２２９千円 

　　第３項　看護師養成事業収益� １４５，００３千円 

支　　　　　　　　出

　第１款　病 院 事 業 費 用� ８６４，０００千円 

　　第１項　医 業 費 用� ７０２，００４千円 

　　第２項　医 業 外 費 用� １５，４９６千円 

　　第３項　看護師養成事業費用� １４５，０００千円 

　　第４項　予 備 費� １，５００千円 
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　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　入

　第１款　資 本 的 収 入� ２２，６００千円 

　　第１項　補 助 金� １，７３３千円 

　　第２項　負 担 金� ２０，８６７千円 

支　　　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出� ２２，６００千円 

　　第１項　建 設 改 良 費� １，７３３千円 

　　第２項　企 業 債 償 還 金� ２０，８６７千円 

　（一時借入金）

第５条　一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第�６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

　　第１項　医 業 費 用

　　第２項　医 業 外 費 用

　　第３項　看護師養成事業費用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第�７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。

　⑴　職員給与費� ６０，７３４千円 

　（他会計からの補助金）

第８条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、４９，０７９千円である。

　　平成２８年２月２９日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　
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附　　属　　書　　類

１．平成２８年度　奈良市病院事業会計予算実施計画

２．平成２８年度　奈良市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

３．平成２８年度　奈良市病院事業給与費明細書

４．平成２８年度　奈良市病院事業予定貸借対照表

５．平成２７年度　奈良市病院事業予定損益計算書

６．平成２７年度　奈良市病院事業予定貸借対照表

７．平成２８年度　奈良市病院事業会計予算事項別明細書

８．奈良市病院事業注記表
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平成２８年度奈良市病院事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収                入

（単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

１．病 院 事 業 収 益 675,210

１．医　業　収　益 36,978

１．他 会 計 負 担 金 36,978 一般会計負担金

２．医 業 外 収 益 493,229

１．受　取　利　息 500 預金利息

２．補　　助　　金 65,222 国・県補助金

３．他 会 計 補 助 金 31,970 一般会計補助金

４．他 会 計 負 担 金 303,050 一般会計負担金

５．長期前受金戻入益 77,134
受贈財産評価額長
期前受金戻入益ほ
か

６．その他医業外収益 15,353 協会負担金ほか

３．看 護 師 養 成
　 事　業　収　益 145,003

１．他 会 計 補 助 金 15,376 一般会計補助金

２．他 会 計 負 担 金 75,384 一般会計負担金

３．そ の 他 看 護 師
　　養　成　収　益

54,243
授業料収入、入学
料収入、入学考査
料収入、手数料収
入
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支                出

（単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

１．病 院 事 業 費 用 864,000

１．医　業　費　用 702,004

１．給 　 与　   費 27,000 職員給与費

２．経　　　　　 費 406,912 交付金等諸経費

３．減 価 償 却 費 268,092 有形固定資産減価
償却費ほか

２．医 業 外 費 用 15,496

１．支 払 利 息 及 び 
　　企業債取扱諸費 14,947 企業債利息

２．消 費 税 及 び 
　　地 方 消 費 税 549 消費税及び地方消

費税
３．看 護 師 養 成
　 事　業　費　用 145,000

１．看 護 師 養 成 費 145,000
職員給与費、看護
専門学校業務委託
料ほか

４．予　　備　　費 1,500

１．予　　備　　費 1,500
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収                入

（単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

１．資 本 的 収 入 22,600

１．補　　助　　金 1,733

１．他 会 計 補 助 金 1,733 一般会計補助金

２．負　　担　　金 20,867

１．他 会 計 負 担 金 5,697 一般会計負担金

２．負　　担　　金 15,170 協会負担金

支                出

（単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

１．資 本 的 支 出 22,600

１．建 設 改 良 費 1,733

１．固定資産購入費 1,733 リース資産購入費

２．企 業 債 償 還 金 20,867

１．企 業 債 償 還 金 20,867 企業債元金償還金
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平成２８年度奈良市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書
（平成 28 年４月１日から平成 29 年３月 31 日まで） 

（単位：千円）
⑴　業務活動によるキャッシュ・フロー
　１　当年度純利益（△純損失）� △ 188,405
　２　減価償却費� 268,092
　３　引当金の増加・減少（△）額� 0
　４　長期前受金戻入額� △ 77,134
　５　受取利息� △ 500
　６　支払利息及び企業債取扱諸費� 14,947
　７　固定資産除却損� 0
　８　未収金の増加（△）・減少額� 5,137
　９　未払金の増加・減少（△）額� △ 10,219
　10　その他流動資産の増加（△）・減少額� 0
　11　その他流動負債の増加・減少（△）額� △ 1,532
　12　雑支出� 224
　　　小計� 10,610
　　　受取利息� 500
　　　支払利息及び企業債取扱諸費� △ 14,947
　　　業務活動によるキャッシュ・フロー� △ 3,837

⑵　投資活動によるキャッシュ・フロー
　１　有形固定資産取得・建設改良事業等実施額� 0
　２　国庫補助金等による収入� 0
　３　一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入� 22,600
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー� 22,600

⑶　財務活動によるキャッシュ・フロー
　１　企業債による収入� 0
　２　企業債の償還による支出� △ 20,867
　３　リース債務の返済による支出� △ 1,733
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー� △ 22,600

資金増加額（又は減少額）� △ 3,837
資金期首残高� 365,962
資金期末残高� 362,125
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平成２８年度奈良市病院事業予定貸借対照表
（平成２９年３月３１日）

（単位：千円）
資　　産　　の　　部

１．固　定　資　産
　⑴　有 形 固 定 資 産
　　イ　土　　　　　　　　地 1,966,681
　　ロ　立　　　　　　　　木 769
　　ハ　建　　　　　　　　物 3,256,903
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 186,166 3,070,737
　　ニ　建 物 附 属 設 備 2,731,245
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 354,056 2,377,189
　　ホ　構　　　築　　　物 57,768
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 8,894 48,874
　　ヘ　機　　器　　備　　品 519,577
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 487,090 32,487
　　ト　機 械 及 び 装 置 74,890
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 14,982 59,908
　　　有 形 固 定 資 産 合 計 7,556,645
　⑵　無　形　固　定　資　産
　　イ　リ ー ス 資 産 3,744
　　　無 形 固 定 資 産 合 計 3,744
　　固 定 資 産 合 計 7,560,389
２．流　動　資　産
　⑴　現　　金　　預　　金 362,125
　⑵　未　　　　収　　　　金 70,387
　　　貸 　 倒 　 引 　 当 　 金 △ 5,153 65,234
　　流　動　資　産　合　計 427,359
　　資 　 　 産 　 　 合 　 　 計 7,987,748
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負　　債　　の　　部

３．固　定　負　債
　⑴　企　　　　業　　　　債
　　イ　建設改良等の財源に充てる企業債 4,457,764
　　　企 　 業 　 債 　 合 　 計 4,457,764
　⑵　リ 　 ー 　 ス 　 債 　 務 2,310
　　固 定 負 債 合 計 4,460,074
４．流　動　負　債
　⑴　企　　　　業　　　　債
　　イ　建設改良等の財源に充てる企業債 38,551
　　　企 　 業 　 債 　 合 　 計 38,551
　⑵　リ 　 ー 　 ス 　 債 　 務 1,733
　⑶　未　　　　払　　　　金 100,330
　⑷　預　　　　り　　　　金 235
　　流　動　負　債　合　計 140,849
５．繰　延　収　益
　⑴　長 　 期 　 前 　 受 　 金 2,587,531
　⑵　収　益　化　累　計　額 △ 442,727
　　繰　延　収　益　合　計 2,144,804
　　負 　 　 債 　 　 合 　 　 計 6,745,727

資　　本　　の　　部

６．資　　本　　金
　⑴　自 　 己 　 資 　 本 　 金 1,354
　　資 　 本 　 金 　 合 　 計 1,354
７．剰　　余　　金
　⑴　資 　 本 　 剰 　 余 　 金
　　イ　受 贈 財 産 評 価 額 1,840,000
　　ロ　負　　　担　　　金 374,599
　　　資 本 剰 余 金 合 計 2,214,599
　⑵　欠 　 　 　 損 　 　 　 金
　　イ　当年度未処理欠損金 973,932
　　　欠 　 損 　 金 　 合 　 計 973,932
　　剰 　 余 　 金 　 合 　 計 1,240,667
　　資 　 　 本 　 　 合 　 　 計 1,242,021
　　負　債　資　本　合　計 7,987,748
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平成２７年度奈良市病院事業予定損益計算書
（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）

（単位：千円）
１．医 　 業 　 収 　 益
　⑴　他 会 計 負 担 金 41,103 41,103
２．医 　 業 　 費 　 用
　⑴　給 　 　 与 　 　 費 27,957
　⑵　経 　 　 　 　 　 費 428,000
　⑶　減 価 償 却 費 270,719 726,676
　　医 業 損 失 685,573
３．医　業　外　収　益
　⑴　受 　 取 　 利 　 息 500
　⑵　補 　 　 助 　 　 金 70,926
　⑶　他 会 計 補 助 金 32,412
　⑷　他 会 計 負 担 金 307,771
　⑸　そ の 他 医 業 外 収 益 15,380
　⑹　長 期 前 受 金 戻 入 益 109,579 536,568
４．看護師養成事業収益
　⑴　他 会 計 補 助 金 16,076
　⑵　他 会 計 負 担 金 31,844
　⑶　そ の 他 看 護 師 養 成 収 益 53,880 101,800
５．医　業　外　費　用
　⑴　支払利息及び企業債取扱諸費 14,804
　⑵　雑 支 出 308 15,112
６．看護師養成事業費用
　⑴　看 護 師 養 成 費 101,800 101,800 521,456
　　経 　 常 　 損 　 失 164,117
７．特 　 別 　 利 　 益
　⑴　過 年 度 損 益 修 正 益 856 856
８．特 　 別 　 損 　 失
　⑴　過 年 度 損 益 修 正 損 29,688 29,688 28,832
　　当 年 度 純 損 失 192,949
　　前 年 度 繰 越 欠 損 金 592,578
　　当 年 度 未 処 理 欠 損 金 785,527
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平成２７年度奈良市病院事業予定貸借対照表
（平成２８年３月３１日）

（単位：千円）
資　　産　　の　　部

１．固　定　資　産
　⑴　有 形 固 定 資 産
　　イ　土　　　　　　　　地 1,966,681
　　ロ　立　　　　　　　　木 769
　　ハ　建　　　　　　　　物 3,256,903
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 109,954 3,146,949
　　ニ　建 物 附 属 設 備 2,731,245
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 177,551 2,553,694
　　ホ　構　　　築　　　物 57,768
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 4,543 53,225
　　ヘ　機　　器　　備　　品 519,577
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 485,152 34,425
　　ト　機 械 及 び 装 置 74,890
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 7,500 67,390
　　　有 形 固 定 資 産 合 計 7,823,133
　⑵　無　形　固　定　資　産
　　イ　リ ー ス 資 産 5,348
　　　無 形 固 定 資 産 合 計 5,348
　　固 定 資 産 合 計 7,828,481
２．流　動　資　産
　⑴　現　　金　　預　　金 365,962
　⑵　未　　　　収　　　　金 76,133
　　　貸 　 倒 　 引 　 当 　 金 △ 5,153 70,980
　　流　動　資　産　合　計 436,942
　　資 　 　 産 　 　 合 　 　 計 8,265,423
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負　　債　　の　　部

３．固　定　負　債
　⑴　企　　　　業　　　　債
　　イ　建設改良等の財源に充てる企業債 4,496,315
　　　企 　 業 　 債 　 合 　 計 4,496,315
　⑵　リ 　 ー 　 ス 　 債 　 務 4,043
　　固 定 負 債 合 計 4,500,358
４．流　動　負　債
　⑴　企　　　　業　　　　債
　　イ　建設改良等の財源に充てる企業債 20,867
　　　企 　 業 　 債 　 合 　 計 20,867
　⑵　リ 　 ー 　 ス 　 債 　 務 1,733
　⑶　未　　　　払　　　　金 110,549
　⑷　預　　　　り　　　　金 1,767
　　流　動　負　債　合　計 134,916
５．繰　延　収　益
　⑴　長 　 期 　 前 　 受 　 金 2,571,215
　⑵　収　益　化　累　計　額 △ 365,593
　　繰　延　収　益　合　計 2,205,622
　　負 　 　 債 　 　 合 　 　 計 6,840,896

資　　本　　の　　部

６．資　　本　　金
　⑴　自 　 己 　 資 　 本 　 金 1,354
　　資 　 本 　 金 　 合 　 計 1,354
７．剰　　余　　金
　⑴　資 　 本 　 剰 　 余 　 金
　　イ　受 贈 財 産 評 価 額 1,840,000
　　ロ　負　　　担　　　金 368,700
　　　資 本 剰 余 金 合 計 2,208,700
　⑵　欠 　 　 　 損 　 　 　 金
　　イ　当年度未処理欠損金 785,527
　　　欠 　 損 　 金 　 合 　 計 785,527
　　剰 　 余 　 金 　 合 　 計 1,423,173
　　資 　 　 本 　 　 合 　 　 計 1,424,527
　　負　債　資　本　合　計 8,265,423
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 7
00

一
般

会
計

補
助

金
15
,3
76

職
員

給
与

費
、看

護
専

門
学

校
に

関
す

る
諸

経
費

２
．

他
会

計
負

担
金

75
,3
84

31
,8
44

43
,5
40

一
般

会
計

負
担

金
75
,3
84

普
通

交
付

税
相

当
分

３
．

その
他看

護師
養成

収益
54
,2
43

53
,8
80

36
3

　
　

そ
の

他
看

護
師

養
成

収
益

54
,2
43

授
業

料
収

入
46

,44
0

入
学

料
収

入
5,0

00
入

学
考

査
料

収
入

2,8
00

証
明

書
手

数
料

収
入

3
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支
　

　
　

　
　

　
出

款
　

項
目

本
年

度
前

年
度

比
較

節
説

　
　

　
　

明
区

　
　

分
金

　
額

１
．

病
院

事
業

費
用

千
円

千
円

千
円

千
円

86
4,
00
0

84
3,
70
0

20
,3
00

　
１

．
医

業
費

用
70
2,
00
4

72
5,
40
1

△
 2
3,
39
7

１
．

給
与

費
27
,0
00

28
,0
00

△
 1
,0
00

給
料

11
,8
63

一
般

職
給

職
員

３
名

職
員

手
当

10
,8
33

地
域

手
当

1,
24
6

住
居

手
当

25
2

通
勤

手
当

39
7

時
間

外
勤

務
手

当
3,
16
0

管
理

職
手

当
59
7

管
理

職
員

特
別

勤
務

手
当

27
期

末
手

当
3,
17
6

勤
勉

手
当

1,
95
4

特
殊

勤
務

手
当

24
法

定
福

利
費

4,
30
4

市
町

村
職

員
共

済
組

合
負

担
金

２
．

経
費

40
6,
91
2

42
6,
68
2

△
 1
9,
77
0

報
償

費
30
0

市
立

奈
良

病
院

運
営

市
民

会
議

委
員

報
償

費
旅

費
交

通
費

48
普

通
旅

費
消

耗
品

費
19
0

事
務

用
消

耗
品

費
燃

料
費

61
ガ

ソ
リ

ン
購

入
費

食
糧

費
6

市
立

奈
良

病
院

運
営

市
民

会
議

・
管

理
運

営
協

議
会

賄
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款
　

項
目

本
年

度
前

年
度

比
較

節
説

　
　

　
　

明
区

　
　

分
金

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

印
刷

製
本

費
24
0

帳
票

印
刷

費
修

繕
料

30
0

備
品

修
繕

費
保

険
料

20
7

建
物

・
機

器
災

害
共

済
保

険
料

賃
借

料
88
8

パ
ー

ソ
ナ

ル
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
等

借
上

料
16
9

企
業

会
計

サ
ー

バ
借

上
料

55
5

リ
ー

ス
車

両
代

16
4

委
託

料
1,
13
4

消
費

税
申

告
業

務
委

託
料

諸
会

費
96

自
治

体
病

院
開

設
者

協
議

会
負

担
金

58
自

治
体

病
院

経
営

講
習

会
20

エ
ネ

ル
ギ

ー
管

理
者

講
習

会
18

交
付

金
40
3,
44
2

運
営

交
付

金
（普

通・
特別

交付
税相

当分
、国

・県
補助

金、
病院

群輪
番制

）
３

．
減

価
償

却
費

26
8,
09
2

27
0,
71
9

△
 2
,6
27

有
形

固
定

資
産

26
6,
48
7

建
物

減
価

償
却

費
76
,2
12

減
価

償
却

費
建

物
附

属
設

備
減

価
償

却
費

17
6,
50
5

構
築

物
減

価
償

却
費

4,
35
1

機
器

備
品

減
価

償
却

費
1,
93
8

機
械

及
び

装
置

減
価

償
却

費
7,
48
1

無
形

固
定

資
産

1,
60
5

リ
ー

ス
資

産
減

価
償

却
費

1,
60
5

減
価

償
却

費
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款
　

項
目

本
年

度
前

年
度

比
較

節
説

　
　

　
　

明
区

　
　

分
金

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

　
２

．
医

業
外

費
用

15
,4
96

14
,9
99

49
7

１
．

支
払

利
息

及
び

14
,9
47

14
,8
04

14
3

　
　

企
業

債
取

扱
諸

費
企

業
債

利
息

14
,9
47

市
負

担
金

3,9
32

　
協

会
負

担
金

11
,01

5
２

．
消

費
税

及
び

54
9

19
5

35
4

　
　

地
方

消
費

税
消

費
税

及
び

地
方

消
費

税
54
9

平
成

28
年

度
事

業
に

係
る

消
費

税
及

び
地

方
消

費
税

　
３

．
看

護
師

養
成

14
5,
00
0

10
1,
80
0

43
,2
00

　
　

　
事

業
費

用
１

．
看

護
師

養
成

費
14
5,
00
0

10
1,
80
0

43
,2
00

給
料

16
,1
61

一
般

職
給

職
員

３
名

職
員

手
当

12
,3
34

地
域

手
当

1,7
05

住
居

手
当

32
4

通
勤

手
当

54
6

時
間

外
勤

務
手

当
22

2
管

理
職

手
当

88
5

管
理

職
員

特
別

勤
務

手
当

36
期

末
手

当
4,9

75
勤

勉
手

当
1,6

75
特

殊
勤

務
手

当
24

業
績

手
当

54
2

退
職

手
当

1,4
00

法
定

福
利

費
5,
23
9

市
町

村
職

員
共

済
組

合
負

担
金

旅
費

交
通

費
12
1

普
通

旅
費

消
耗

品
費

14
事

務
用

消
耗

品
費

保
険

料
21

建
物

・
機

器
災

害
共

済
保

険
料

委
託

料
11
1,
03
8

看
護

専
門

学
校

業
務

委
託

料
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款
　

項
目

本
年

度
前

年
度

比
較

節
説

　
　

　
　

明
区

　
　

分
金

　
額

千
円

千
円

千
円

千
円

使
用

料
4

有
料

道
路

通
行

料（
関

西
圏

学
校

訪
問

用
）

諸
会

費
24

看
護

学
校

協
議

会
等

参
加

費
筆

耕
翻

訳
料

44
在

学
証

明
書

等
各

種
証

明
書

英
訳

料
　

４
．

予
備

費
1,
50
0

1,
50
0

0
１

.予
備

費
1,
50
0

1,
50
0

0
予

備
費

1,
50
0
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資
　

本
　

的
　

収
　

入
　

及
　

び
　

支
　

出

収
　

　
　

　
　

　
入

款
　

項
目

本
年

度
前

年
度

比
較

節
説

　
　

　
　

明
区

　
　

分
金

　
額

１
．

資
本

的
収

入
千

円
千

円
千

円
千

円

22
,6
00

46
,3
00

△
 2
3,
70
0

　
１

．
補

助
金

1,
73
3

1,
73
3

0
１

．
他

会
計

補
助

金
1,
73
3

1,
73
3

0
一

般
会

計
補

助
金

1,
73
3

リ
ー

ス
資

産
購

入
費

　
２

．
負

担
金

20
,8
67

44
,5
67

△
 2
3,
70
0

１
．

他
会

計
負

担
金

5,
69
7

25
,7
61

△
 2
0,
06
4

一
般

会
計

負
担

金
5,
69
7

企
業

債
元

金
償

還
金

市
負

担
金

２
．

負
担

金
15
,1
70

18
,8
06

△
 3
,6
36

企
業

債
元

金
償

還
金

15
,1
70

企
業

債
元

金
償

還
金

協
会

負
担

金
協

会
負

担
金
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支
　

　
　

　
　

　
出

款
　

項
目

本
年

度
前

年
度

比
較

節
説

　
　

　
　

明
区

　
　

分
金

　
額

１
．

資
本

的
支

出
千

円
千

円
千

円
千

円

22
,6
00

46
,3
00

△
 2
3,
70
0

　
１

．
建

設
改

良
費

1,
73
3

1,
73
3

0
１

．
固

定
資

産
購

入
費

1,
73
3

1,
73
3

0
リ

ー
ス

資
産

購
入

費
1,
73
3

リ
ー

ス
資

産
購

入
費

　
２

．
企

業
債

償
還

金
20
,8
67

44
,5
67

△
 2
3,
70
0

１
．

企
業

債
償

還
金

20
,8
67

44
,5
67

△
 2
3,
70
0

企
業

債
償

還
金

20
,8
67

企
業

債
元

金
償

還
金

（
市

負
担

金
5,6

97
　

協
会

負
担

金
15

,17
0）
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奈良市病院事業注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　固定資産の減価償却の方法

　　⑴　有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　・減価償却の方法　定額法

　　　　・主な耐用年数

　　　　　　建物　３９年

　　　　　　建物附属設備　８～１７年

　　　　　　構築物　１０～１７年

　　　　　　機器備品　２～１５年

　　　　　　機械及び装置　９年

　　⑵　リース資産

　　　　・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

　２　引当金の計上方法

　　⑴�　職員の退職手当については、退職時に一般会計が負担する取扱としているため、

退職給付引当金は計上していない。

　　⑵�　職員の賞与及び修繕料については、一般会計が負担する取扱としているため、賞

与引当金及び修繕引当金は計上していない。

　　⑶�　未収債権の不納欠損による損失に備えるため、回収実績額等により、回収不能見

込額を計上している。

　３　消費税等の会計処理

　　⑴　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表に関する注記

　１　企業債の償還に係る他会計の負担

　　⑴�　賃借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算

---28---



して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計の負担見込額は

１，１６８，２６４千円である。

Ⅲ．セグメント情報の開示

　１　報告セグメントの概要

　　⑴�　奈良市病院事業は病院及び看護専門学校を運営しており、各施設で運営方針等を

決定していることから、それらを報告セグメントとしている。

　　　　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

病院 病院事業

看護専門学校 看護師養成事業

　２　報告セグメントごとの営業収益等
（単位：千円）

病院 看護専門学校 合計

事業収益
事業費用

36,978
703,281

145,003
145,000

181,981
848,281

事業損益
経常損益

△ 666,303
△ 188,408

3
3

△ 666,300
△ 188,405

セグメント資産 7,392,343 168,046 7,560,389

セグメント負債 6,594,130 151,597 6,745,727

その他の項目
　　　他会計繰入金
　　　減価償却費

371,998
266,264

90,760
1,828

462,758
268,092

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産

　１�　解約不能のオペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　　　　１年内　　　　４００千円

　　　　　１年超　　　　１５４千円　

　　　　　　計　　　　　５５４千円
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奈良市議案第３７号

平成２８年度奈良市水道事業会計予算

　（総則）

第１条　平成２８年度奈良市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　１．給　水　戸　数� １６９，９００戸

　２．年 間 総 給 水 量� ４２，６６２，０００㎥

　３．１日平均給水量� １１６，８８０㎥

　４．主要な建設改良事業� ２，３８９，６０８千円

　　(1) 施設整備事業費� １，３３４，１６８千円

　　(2) 施　　設　　費� ５０５，２０８千円

　　(3) 配水施設改良費� ５５０，２３２千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　入

　第１款　水道事業収益� ８，７６３，０００千円

　　第１項　営　業　収　益� ７，５３７，４６８千円

　　第２項　営 業 外 収 益� １，２２５，５１２千円

　　第３項　特　別　利　益� ２０千円

支　　　　　　　　　出

　第１款　水道事業費用� ８，１３８，０００千円

　　第１項　営　業　費　用� ７，４１７，６４９千円

　　第２項　営 業 外 費 用� ７０５，４３４千円

　　第３項　特　別　損　失� ４，９１７千円

　　第４項　予　　備　　費� １０，０００千円

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支
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出額に対し不足する額２，３６０，０００千円は、過年度分損益勘定留保資金８５７，４

４１千円、当年度分損益勘定留保資金１，５０２，５５９千円で補塡するものとする。）。

収　　　　　　　　　入

　第１款　資 本 的 収 入� １，９４６，０００千円

　　第１項　企　　業　　債� １，２４８，０００千円

　　第２項　負　　担　　金� ３９４，６８８千円

　　第３項　分　　担　　金� ３０３，３１２千円

支　　　　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出� ４，３０６，０００千円

　　第１項　施設整備事業費� １，３６０，８６３千円

　　第２項　施　　設　　費� ５８２，０６６千円

　　第３項　配水施設改良費� ６８７，０４９千円

　　第４項　固定資産取得費� ３８，５８４千円

　　第５項　企 業 債 償 還 金� ８５７，８２４千円

　　第６項　長 期 割 賦 金� ７４９，６１４千円

　　第７項　投　　　　　資� ２０，０００千円

　　第８項　予　　備　　費� １０，０００千円

　（継続費）

第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

款 項 　事　業　名　 総　　額 年　度 年　割　額

資本的支出 施設整備
事 業 費

口 径 ９ ０ ０ 粍
送水管布設工事 366,661

28 232,568

２９ 134,093

　（債務負担行為）

第６条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は次のとおりと定める。

事　　　項 期　　　間 限　度　額

近 鉄 奈 良・ 京 都 線 軌 道 横 断
配 水 支 管 調 査 設 計 業 務 委 託

平成 28 年度から
平成 29 年度まで 57,238

千円

千円

千円
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　（企業債）

第７条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。
起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利　　　率 償 還 の 方 法

建設改良費に充当 1,248,000 証書借入

5.0％以内　
（利率見直し方
式により当該利
率の見直しを行
った後において
は、見直し後の
利率とする。）

借入先の融資条件
による。ただし企
業財政の都合によ
り、据置期間を短
縮し、若しくは繰
上償還又は低利に
借り換えることが
できる。　　

　（一時借入金）

第８条　一時借入金の限度額は、１，５００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第�９条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

　⑴　収益的支出における各項間の流用

　⑵　資本的支出における各項間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第�１０条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければ

ならない。

　⑴　職 員 給 与 費� １，５８９，０７２千円

　（他会計からの補助金）

第１１条　一般会計から補助を受ける金額は、次のとおりと定める。

　⑴　比奈知ダム建設事業割賦負担金元利償還補助金� ２４７，９２９千円

　⑵　東部地域等水道整備事業簡易水道事業債元利償還補助金� １１６，２３８千円

　⑶　児童手当補助金� １３，８１３千円

　（たな卸資産購入限度額）

第１２条　たな卸資産購入限度額は、３００，０００千円と定める。

　　平成２８年２月２９日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

千円
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附    属    書    類

１．平成２８年度　奈良市水道事業会計予算実施計画

２．平成２８年度　奈良市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

３．平成２８年度　奈良市水道事業給与費明細書

４．継続費に関する調書

５．債務負担行為に関する調書

６．平成２８年度　奈良市水道事業予定貸借対照表

７．平成２７年度　奈良市水道事業予定損益計算書

８．平成２７年度　奈良市水道事業予定貸借対照表

９．奈良市水道事業注記表
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平成２８年度奈良市水道事業会計予算実施計画
収 益 的 収 入 及 び 支 出

収                入

（単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

１．水 道 事 業 収 益 8,763,000

１．営　 業　 収　 益 7,537,468

１．給　 水　 収　 益 7,520,603

２．受 託 工 事 収 益 6,896

３．工 事 負 担 金 1,722

４．その他営業収益 8,247

２．営 業 外 収 益 1,225,512

１．受　 取　 利　 息 2,120

２．他 会 計 負 担 金 734

３．他 会 計 補 助 金 81,777

４．長期前受金戻入 1,126,390

５．雑　　 収　　 益 14,491

３．特　 別　 利　 益 20

１．過年度損益修正益 20
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支                出

（単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

１．水 道 事 業 費 用 8,138,000

１．営　 業　 費　 用 7,417,649

１．原水及び浄水費 2,277,285

２．配　　 水　　 費 449,350

３．給　　 水　　 費 188,983

４．施 設 管 理 費 521,832

５．受 託 工 事 費 25,500

６．業　　 務　　 費 432,753

７．総　　 係　　 費 736,990

８．減 価 償 却 費 2,741,862

９．資 産 減 耗 費 43,094

２．営 業 外 費 用 705,434

１．支　 払　 利　 息 237,137

２．ダ ム 負 担 金 127,974

３．消 費 税 及 び�　　地 方 消 費 税 340,000

４．雑　　 支　　 出 323

３．特　 別　 損　 失 4,917

１．過 年 度 損 益�　　修　　 正　　 損 4,917

４．予　　 備　　 費 10,000

１．予　　 備　　 費 10,000
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収                入

（単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

１． 資 本 的 収 入 1,946,000

１．企　　 業　　 債 1,248,000

１．企　　 業　　 債 1,248,000

２．負　　 担　　 金 394,688

１．負　　 担　　 金 24,720

２．受 託 負 担 金 73,765

３．他 会 計 補 助 金 296,203

３．分　　 担　　 金 303,312

１．分　　 担　　 金 303,312
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支                出

（単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

１．資 本 的 支 出 4,306,000

１．施設整備事業費 1,360,863

１．配水施設整備費 1,360,863

２．施　　 設　　 費 582,066

１．配 水 施 設 費 120,974

２．施　　 設　　 費 461,092

３．配水施設改良費 687,049

１．配水施設改良費 542,539

２．受託配水管改良費 144,510

４．固定資産取得費 38,584

１．固定資産取得費 38,584

５．企 業 債 償 還 金 857,824

１．企 業 債 償 還 金 857,824

６．長 期 割 賦 金 749,614

１．長 期 割 賦 金 749,614

７． 投　　　　　 資 20,000

１．長 期 貸 付 金 20,000

８．予　　 備　　 費 10,000

１．予　　 備　　 費 10,000
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平成２８年度奈良市水道事業会計予定
キャッシュ・フロー計算書　　　　　

（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで） 

（単位：千円）
１．業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　当年度純利益（△は純損失）� 625,858 
　　　減価償却費� 2,741,862 
　　　引当金の増減額（△は減少）� 5,650 
　　　長期前受金戻入額� △ 1,126,390 
　　　受取利息� △ 2,120 
　　　支払利息� 237,137 
　　　ダム負担金利息� 127,974 
　　　固定資産除却損� 43,094 
　　　未収消費税等の増減額（△は増加）� 57,747 
　　　未払消費税等の増減額（△は減少）� 1,909 
　　　その他流動資産の増減額（△は増加）� △ 13 
　　　小計� 2,712,708 
　　　利息の受取額� 2,120 
　　　利息の支払額� △ 365,111 
　　　業務活動によるキャッシュ・フロー� 2,349,717 

２．投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有形固定資産の取得による支出� △ 2,709,310 
　　　負担金による収入� 392,857 
　　　分担金による収入� 280,845 
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー� △ 2,035,608 

３．財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　一時借入れによる収入� 1,000,000 
　　　一時借入金の返済による支出� △ 1,000,000 
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入� 1,248,000 
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出� △ 857,824 
　　　長期割賦金の償還による支出� △ 713,919 
      他会計貸付金による支出� △ 20,000 
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー� △ 343,743 

　　　資 金 減 少 額� 29,634 
　　　資金期首残高� 2,615,427 
　　　資金期末残高� 2,585,793 
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平成２８年度奈良市水道事業予定貸借対照表
（平成２９年３月３１日）

（単位：千円）
資　　産　　の　　部

１．固　定　資　産
　⑴　有 形 固 定 資 産
　　イ　土　　　　　　　　地 4,062,461 
　　ロ　建　　　　　　　　物 4,267,528 
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 1,847,689 2,419,839 
　　ハ　構　　　築　　　物 79,589,751 
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 39,613,810 39,975,941 
　　ニ　機 械 及 び 装 置 16,653,575 
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 12,434,720 4,218,855 
　　ホ　車 両 運 搬 具 107,470 
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 82,446 25,024 
　　ヘ　器　　具　　備　　品 154,846 
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 118,925 35,921 
　　ト　建 設 仮 勘 定 750,658 
　　　有 形 固 定 資 産 合 計 51,488,699 
　⑵　無　形　固　定　資　産
　　イ　ダ ム 使 用 権 20,526,603 
　　ロ　その他無形固定資産 1,369,775 
　　　無 形 固 定 資 産 合 計 21,896,378 
　⑶　投　　　　　　　　　資
　　イ　出　　　資　　　金 3,175 
　　ロ　長　期　貸　付　金 60,000 
　　　投　　資　　合　　計 63,175 
　　固 定 資 産 合 計 73,448,252 
２．流　動　資　産
　⑴　現　　金　　預　　金 2,585,793 
　⑵　未　　　　収　　　　金 760,000 
　　　貸 　 倒 　 引 　 当 　 金 △ 49,039 710,961 
　⑶　貯　　　　蔵　　　　品 18,616 
　⑷　そ の 他 流 動 資 産 1,148 
　　流　動　資　産　合　計 3,316,518 
　　資 　 　 産 　 　 合 　 　 計 76,764,770 
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負　　債　　の　　部

３．固　定　負　債
　⑴　企　　　　業　　　　債
　　イ　建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債 12,395,897 
　　　企 　 業 　 債 　 合 　 計 12,395,897 
　⑵　引　　　　当　　　　金
　　イ　退 職 給 付 引 当 金 1,226,052 
　　　引 　 当 　 金 　 合 　 計 1,226,052 
　⑶　長 期 未 払 割 賦 金 2,540,513 
　　固 定 負 債 合 計 16,162,462 
４．流　動　負　債
　⑴　企　　　　業　　　　債
　　イ　建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債 822,791 
　　　企 　 業 　 債 　 合 　 計 822,791 
　⑵　ダ ム 割 賦 負 担 金 581,415 
　⑶　未　　　　払　　　　金 166,909 
　⑷　前　　　　受　　　　金 29,500 
　⑸　引　　　　当　　　　金
　　イ　賞　与　引　当　金 111,114 
　　　引 　 当 　 金 　 合 　 計 111,114 
　⑹　預　　　　り　　　　金 411,757 
　　流　動　負　債　合　計 2,123,486 
５．繰　延　収　益
　⑴　長 　 期 　 前 　 受 　 金 45,977,864 
　⑵　収　益　化　累　計　額 △ 19,488,755 26,489,109 
　　繰　延　収　益　合　計 26,489,109 
　　負 　 　 債 　 　 合 　 　 計 44,775,057 
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資　　本　　の　　部

６．資　　本　　金
　⑴　自 　 己 　 資 　 本 　 金 11,178,246 
　　資 　 本 　 金 　 合 　 計 11,178,246 
７．剰　　余　　金
　⑴　資 　 本 　 剰 　 余 　 金
　　イ　受 贈 財 産 評 価 額 1,355,953 
　　ロ　諸　　補　　助　　金 83,368 
　　ハ　分　　　担　　　金 5,401,638 
　　ニ　負担金その他諸収入 11,735,978 
　　　資 本 剰 余 金 合 計 18,576,937 
　⑵　利 　 益 　 剰 　 余 　 金
　　イ　水道老朽施設更新積立金 1,000,000 
　　ロ　当年度未処分利益剰余金 1,234,530 
　　　利 益 剰 余 金 合 計 2,234,530 
　　剰 　 余 　 金 　 合 　 計 20,811,467 
　　資 　 　 本 　 　 合 　 　 計 31,989,713 
　　負　債　資　本　合　計 76,764,770 
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平成２７年度奈良市水道事業予定損益計算書
（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）

（単位：千円）
１．営 業 収 益
　⑴　給 水 収 益 7,098,156 
　⑵　受 託 工 事 収 益 6,572 
　⑶　工 事 負 担 金 1,848 
　⑷　そ の 他 営 業 収 益 8,244 7,114,820 
２．営 業 費 用
　⑴　原 水 及 び 浄 水 費 2,053,280 
　⑵　配 水 費 437,513 
　⑶　給 水 費 185,554 
　⑷　施 設 管 理 費 461,230 
　⑸　受 託 工 事 費 25,016 
　⑹　業 務 費 414,789 
　⑺　総 係 費 603,680 
　⑻　減 価 償 却 費 2,643,665 
　⑼　資 産 減 耗 費 60,660 6,885,387 
　　営 業 利 益 229,433 
３．営 業 外 収 益
　⑴　受 取 利 息 1,791 
　⑵　他 会 計 負 担 金 39,430 
　⑶　他 会 計 補 助 金 89,422 
　⑷　長 期 前 受 金 戻 入 1,136,657 
　⑸　雑 収 益 23,474 1,290,774 
４．営 業 外 費 用
　⑴　支 払 利 息 255,030 
　⑵　ダ ム 負 担 金 150,596 
　⑶　雑 支 出 895 406,521 884,253 
　　経 常 利 益 1,113,686 
５．特 別 利 益
　⑴　過 年 度 損 益 修 正 益 127 127 
６．特 別 損 失
　⑴　過 年 度 損 益 修 正 損 4,284 4,284 △ 4,157 
　　当 年 度 純 利 益 1,109,529 
　　前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金 199,143 
　　当年度未処分利益剰余金 1,308,672 
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平成２７年度奈良市水道事業予定貸借対照表
（平成２８年３月３１日）

（単位：千円）
資　　産　　の　　部

１．固　定　資　産
　⑴　有 形 固 定 資 産
　　イ　土　　　　　　　　地 4,055,596 
　　ロ　建　　　　　　　　物 4,273,123 
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 1,756,950 2,516,173 
　　ハ　構　　　築　　　物 76,793,921 
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 38,147,026 38,646,895 
　　ニ　機 械 及 び 装 置 16,625,597 
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 11,985,825 4,639,772 
　　ホ　車 両 運 搬 具 92,096 
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 79,437 12,659 
　　ヘ　器　　具　　備　　品 144,395 
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 112,581 31,814 
　　ト　建 設 仮 勘 定 835,345 
　　　有 形 固 定 資 産 合 計 50,738,254 
　⑵　無　形　固　定　資　産
　　イ　ダ ム 使 用 権 21,191,267 
　　ロ　その他無形固定資産 1,431,202 
　　　無 形 固 定 資 産 合 計 22,622,469 
　⑶　投　　　　　　　　　資
　　イ　出　　　資　　　金 3,175 
　　ロ　長　期　貸　付　金 40,000 
　　　投　　資　　合　　計 43,175 
　　固 定 資 産 合 計 73,403,898 
２．流　動　資　産
　⑴　現　　金　　預　　金 2,615,427 
　⑵　未　　　　収　　　　金 817,747 
　　　貸 　 倒 　 引 　 当 　 金 △ 48,335 769,412 
　⑶　貯　　　　蔵　　　　品 18,616 
　⑷　そ の 他 流 動 資 産 1,135 
　　流　動　資　産　合　計 3,404,590 
　　資 　 　 産 　 　 合 　 　 計 76,808,488 
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負　　債　　の　　部

３．固　定　負　債
　⑴　企　　　　業　　　　債
　　イ　建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債 11,970,688 
　　　企 　 業 　 債 　 合 　 計 11,970,688 
　⑵　引　　　　当　　　　金
　　イ　退 職 給 付 引 当 金 1,219,308 
　　　引 　 当 　 金 　 合 　 計 1,219,308 
　⑶　長 期 未 払 割 賦 金 3,121,928 
　　固 定 負 債 合 計 16,311,924 
４．流　動　負　債
　⑴　企　　　　業　　　　債
　　イ　建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債 857,824 
　　　企 　 業 　 債 　 合 　 計 857,824 
　⑵　ダ ム 割 賦 負 担 金 713,919 
　⑶　未　　　　払　　　　金 165,000 
　⑷　前　　　　受　　　　金 29,500 
　⑸　引　　　　当　　　　金
　　イ　賞　与　引　当　金 112,912 
　　　引 　 当 　 金 　 合 　 計 112,912 
　⑹　預　　　　り　　　　金 411,757 
　　流　動　負　債　合　計 2,290,912 
５．繰　延　収　益
　⑴　長 　 期 　 前 　 受 　 金 45,204,162 
　⑵　収　益　化　累　計　額 △ 18,362,365 26,841,797 
　　繰　延　収　益　合　計 26,841,797 
　　負 　 　 債 　 　 合 　 　 計 45,444,633 
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資　　本　　の　　部

６．資　　本　　金
　⑴　自 　 己 　 資 　 本 　 金 11,178,246 
　　資 　 本 　 金 　 合 　 計 11,178,246 
７．剰　　余　　金
　⑴　資 　 本 　 剰 　 余 　 金
　　イ　受 贈 財 産 評 価 額 1,355,953 
　　ロ　諸　　補　　助　　金 83,368 
　　ハ　分　　　担　　　金 5,401,638 
　　ニ　負担金その他諸収入 11,735,978 
　　　資 本 剰 余 金 合 計 18,576,937 
　⑵　利 　 益 　 剰 　 余 　 金
　　イ　水道老朽施設更新積立金 300,000 
　　ロ　当年度未処分利益剰余金 1,308,672 
　　　利 益 剰 余 金 合 計 1,608,672 
　　剰 　 余 　 金 　 合 　 計 20,185,609 
　　資 　 　 本 　 　 合 　 　 計 31,363,855 
　　負　債　資　本　合　計 76,808,488 
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奈良市水道事業注記表

会計に関する書類における注記

　Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

　　１　資産の評価基準及び評価方法

　　　　　貯蔵品　　先入先出法による原価法によっている。

　　２　固定資産の減価償却の方法

　　　　⑴　有形固定資産

　　　　　　・減価償却の方法　定額法（ただし、取替資産については取替法による。）

　　　　　　・主な耐用年数

　　　　　　　　建物　　　　　　６～６５年

　　　　　　　　構築物　　　　　６～８０年

　　　　　　　　機械及び装置　　５～２０年

　　　　　　　　器具及び備品　　２～２０年

　　　　⑵　無形固定資産

　　　　　　・減価償却の方法　定額法

　　３　引当金の計上方法

　　　　⑴　退職給付引当金

　　　　　�　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相

当する金額を計上している。

　　　　　�　なお、奈良市都祁水道事業会計及び奈良市月ヶ瀬簡易水道事業会計に属する

職員の退職給付引当金は、奈良市水道事業会計で計上するものとする。

　　　　⑵　賞与引当金

　　　　　�　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、

当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１

２月から３月までの４か月分）を計上している。

　　　　⑶　貸倒引当金

　　　　　�　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額

を計上している。
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　　４　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

　　　　⑴　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　　�　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　　　　　�　なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理してい

る。

　Ⅱ．キャッシュ・フロー計算書等関連

　　１　重要な非資金取引

　　　　⑴�　当年度、新たに計上する受贈財産に係る資産及び負債の額は、それぞれ１０

０，０００千円の見込みである。

　Ⅲ．予定貸借対照表等関連

　　１　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　�　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１

年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は１，

２６９，１７３千円である。

　　２　長期未払割賦金の償還に係る他会計の負担

　　　�　貸借対照表に計上されている長期未払割賦金（当該事業年度の末日の翌日から起

算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる

額は１，０４０，６４３千円である。

　　３　保証債務又は重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

　　　　該当事項無し

　　４　引当金の取崩し

　　　　⑴　退職給付引当金の取崩し

　　　　�　平成２８年度において、普通退職に係る退職手当として６５，０７０千円を支

給するため、退職給付引当金を同額取り崩すものとして算定した。

　　　　⑵　賞与引当金の取崩し

　　　　　�　平成２８年度において、期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の

支払いとして１１２，９１２千円を負担するため、賞与引当金を同額取り崩す

ものとして算定した。
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　　　　⑶　貸倒引当金の取崩し

　　　　　�　平成２８年度において、５年経過債権及び破産等により免責対象となる債権

７，５９６千円について不納欠損処分をするため、貸倒引当金を同額取り崩す

ものとして算定した。

　Ⅳ．リース契約により使用する固定資産

　　１　リース会計に係る特例措置

　　　�　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっている。

　　２�　賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リ

ース料相当額

　　　　　１年内　　　２３，６３７千円

　　　　　１年超　　　３４，０１６千円

　　　　　　計　　　　５７，６５３千円

　　３　解約不能のオペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　　　　１年内　　　１１，３５９千円

　　　　　１年超　　　１５，９２７千円

　　　　　　計　　　　２７，２８６千円

　Ⅴ．セグメント情報の開示

　　�　事業セグメントは単一セグメントであり、重要性が乏しいためセグメント情報の記

載を省略している。
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奈良市議案第３８号

平成２８年度奈良市都祁水道事業会計予算

　（総則）

第１条　平成２８年度奈良市都祁水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　１．給　水　戸　数� １，８８５戸

　２．年 間 総 給 水 量� ７２４，１６７㎥

　３．１日平均給水量� １，９８４㎥

　４．主要な建設改良事業� １０，７９５千円

　　(1) 配水施設改良費� １０，７９５千円

　（収益的収入及び支出）

第�３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業運転資金にあ

てるため、奈良市水道事業会計から長期借入金２０，０００千円を借り入れる。

収　　　　　　　　　入

　第１款　水道事業収益� ４１４，０００千円

　　第１項　営　業　収　益� １３５，８９９千円

　　第２項　営 業 外 収 益� ２６２，３６２千円

　　第３項　特　別　利　益� １５，７３９千円

支　　　　　　　　　出

　第１款　水道事業費用� ４７７，４８０千円

　　第１項　営　業　費　用� ３９５，４４８千円

　　第２項　営 業 外 費 用� ５９，８６９千円

　　第３項　特　別　損　失� ２２，１６３千円

　（資本的収入及び支出）

第�４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額１０４，５８０千円は、過年度分損益勘定留保資金１１，２６０
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千円、当年度分損益勘定留保資金９３，３２０千円で補塡するものとする。）。

収　　　　　　　　　入

　第１款　資 本 的 収 入� １０７，５１０千円

　　第１項　企　　業　　債� １０，７００千円

　　第２項　負　　担　　金� ９５，３３５千円

　　第３項　分　　担　　金� １，４７５千円

支　　　　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出� ２１２，０９０千円

　　第１項　配水施設改良費� １０，７９５千円

　　第２項　固定資産取得費� ７８４千円

　　第３項　企 業 債 償 還 金� ２００，５１１千円

　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起 債 の 目 的  限 度 額 起債の方法  利　　　率 償 還 の 方 法

建設改良費に充当 10,700 証書借入

5.0％以内
（利率見直し方式
により当該利率の
見直しを行った後
においては、見直
し後の利率とする
。）

借入先の融資条件
による。ただし企
業財政の都合によ
り、据置期間を短
縮し、若しくは繰
上償還又は低利に
借り換えることが
できる。

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第�７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

　　(1)　収益的支出における各項間の流用

　　(2)　資本的支出における各項間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第�８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。

　(1)　職 員 給 与 費� １４，７５６千円

千円
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　（他会計からの補助金）

第９条　一般会計から補助を受ける金額は、次のとおりと定める。

　(1)　簡易水道事業債元利償還補助金� １１９，１３９千円

　(2)　高料金対策補助金� １１９，４７６千円

　（たな卸資産購入限度額）

第１０条　たな卸資産購入限度額は、８，５００千円と定める。

　　平成２８年２月２９日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　
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平成２８年度奈良市都祁水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収                入

（単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

１．水 道 事 業 収 益 414,000

１．営　 業　 収　 益 135,899

１．給　 水　 収　 益 135,570

２．受 託 工 事 収 益 290

３．工 事 負 担 金 10

４．その他営業収益 29

２．営 業 外 収 益 262,362

１．他 会 計 負 担 金 143,280

２．長期前受金戻入 119,080

３．雑　　 収　　 益 2

３．特　 別　 利　 益 15,739

１．過年度損益修正益 2

２．その他特別収益 15,737
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支                出

（単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

１．水 道 事 業 費 用 477,480

１．営　 業　 費　 用 395,448

１．原水及び浄水費 96,298

２．配　　 水　　 費 1,666

３．給　　 水　　 費 2,102

４．受 託 工 事 費 254

５．業　　 務　　 費 3,678

６．総　　 係　　 費 15,466

７．減 価 償 却 費 275,676

８．資 産 減 耗 費 308

２．営 業 外 費 用 59,869

１．支　 払　 利　 息 49,869

２．消 費 税 及 び�　　地 方 消 費 税 10,000

３．特　 別　 損　 失 22,163

１．過 年 度 損 益�　　修　　 正　　 損 354

２．その他特別損失 21,809
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収                入

（単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

１． 資 本 的 収 入 107,510

１．企　　 業　　 債 10,700

１．企　　 業　　 債 10,700

２．負　　 担　　 金 95,335

１．他 会 計 補 助 金 95,335

３．分　　 担　　 金 1,475

１．分　　 担　　 金 1,475

支                出

（単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　考

１．資 本 的 支 出 212,090

１．配水施設改良費 10,795

１．配水施設改良費 10,795

２．固定資産取得費 784

１．固定資産取得費 784

３．企 業 債 償 還 金 200,511

１．企 業 債 償 還 金 200,511
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平成２８年度奈良市都祁水道事業会計予定
キャッシュ・フロー計算書　　　　　　　
（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで） 

（単位：千円）

１．業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　当年度純利益（△は純損失）� △ 58,293 
　　　減価償却費� 275,676 
　　　引当金の増減額（△は減少）� △ 1,056 
　　　長期前受金戻入額� △ 134,817 
　　　支払利息� 49,869 
　　　固定資産除却損� 22,117 
　　　未払消費税等の増減額（△は減少）� △ 2,516 
　　　小計� 150,980 
　　　利息の支払額� △ 49,869 
 　　 業務活動によるキャッシュ・フロー� 101,111 

２．投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有形固定資産の取得による支出� △ 10,724 
　　　負担金による収入� 88,956 
　　　分担金による収入� 1,366 
 　　 投資活動によるキャッシュ・フロー� 79,598 

３．財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　一時借入れによる収入� 2,000 
　　　一時借入金の返済による支出� △ 2,000 
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入� 10,700 
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出� △ 200,511 
      他会計借入金による収入� 20,000 
 　　 財務活動によるキャッシュ・フロー� △ 169,811 

　　　資 金 増 加 額� 10,898 
　　　資金期首残高� 13,199 
　　　資金期末残高� 24,097 
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平成２８年度奈良市都祁水道事業予定貸借対照表
（平成２９年３月３１日）

（単位：千円）
資　　産　　の　　部

１．固　定　資　産
　⑴　有 形 固 定 資 産
　　イ　土　　　　　　　　地 73,413 
　　ロ　建　　　　　　　　物 296,347 
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 54,905 241,442 
　　ハ　構　　　築　　　物 4,119,693 
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 1,160,710 2,958,983 
　　ニ　機 械 及 び 装 置 1,367,734 
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 822,515 545,219 
　　　有 形 固 定 資 産 合 計 3,819,057 
　⑵　無　形　固　定　資　産
　　イ　ダ ム 使 用 権 464,895 
　　ロ　水 利 権 68,760 
　　　無 形 固 定 資 産 合 計 533,655 
　　固 定 資 産 合 計 4,352,712 
２．流　動　資　産
　⑴　現　　金　　預　　金 24,097 
　⑵　未　　　　収　　　　金 13,596 
　⑶　貯　　　　蔵　　　　品 1,140 
　　流　動　資　産　合　計 38,833 
　　資 　 　 産 　 　 合 　 　 計 4,391,545 
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負　　債　　の　　部

３．固　定　負　債
　⑴　企　　　　業　　　　債
　　イ　建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債 2,480,640 
　　　企 　 業 　 債 　 合 　 計 2,480,640 
　⑵　他　会　計　借　入　金
　　イ　その他の長期借入金 60,000 
　　　他 会 計 借 入 金 合 計 60,000 
　　固 定 負 債 合 計 2,540,640
４．流　動　負　債
　⑴　企　　　　業　　　　債
　　イ　建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債 199,281 
　　　企 　 業 　 債 　 合 　 計 199,281 
　⑵　未　　　　払　　　　金 12,100 
　⑶　引　　　　当　　　　金
　　イ　賞　与　引　当　金 1,003 
　　　引 　 当 　 金 　 合 　 計 1,003 
　　流　動　負　債　合　計 212,384 
５．繰　延　収　益
　⑴　長 　 期 　 前 　 受 　 金 3,448,817 
　⑵　収　益　化　累　計　額 △ 1,489,181 1,959,636 
　　繰　延　収　益　合　計 1,959,636 
　　負 　 　 債 　 　 合 　 　 計 4,712,660 
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資　　本　　の　　部

６．資　　本　　金
　⑴　自 　 己 　 資 　 本 　 金 4,673 
　　資 　 本 　 金 　 合 　 計 4,673 
７．剰　　余　　金
　⑴　資 　 本 　 剰 　 余 　 金
　　イ　受 贈 財 産 評 価 額 2,276 
　　ロ　諸　　補　　助　　金 19,875 
　　ハ　負担金その他諸収入 6,795 
　　　資 本 剰 余 金 合 計 28,946 
　⑵　欠 　 　 　 損 　 　 　 金
　　イ　当 年 度 未 処 理 欠 損 金 354,734 
　　　欠 　 損 　 金 　 合 　 計 354,734 
　　剰 　 余 　 金 　 合 　 計 △ 325,788 
　　資 　 　 本 　 　 合 　 　 計 △ 321,115 
　　負　債　資　本　合　計 4,391,545 
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平成２７年度奈良市都祁水道事業予定損益計算書
（平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日まで）

（単位：千円）
１．営 業 収 益
　⑴　給 水 収 益 128,312 
　⑵　受 託 工 事 収 益 251 
　⑶　工 事 負 担 金 10 
　⑷　そ の 他 営 業 収 益 58 128,631 
２．営 業 費 用
　⑴　原 水 及 び 浄 水 費 83,091 
　⑵　配 水 費 1,496 
　⑶　給 水 費 142 
　⑷　受 託 工 事 費 186 
　⑸　業 務 費 2,714 
　⑹　総 係 費 27,221 
　⑺　減 価 償 却 費 286,593 
　⑻　資 産 減 耗 費 308 401,751 
　　営 業 損 失 273,120 
３．営 業 外 収 益
　⑴　他 会 計 補 助 金 164,755 
　⑵　長 期 前 受 金 戻 入 123,495 
　⑶　雑 収 益 490 288,740 
４．営 業 外 費 用
　⑴　支 払 利 息 56,794 
　⑵　雑 支 出 2,153 58,947 229,793 
　　経 常 損 失 43,327 
５．特 別 利 益
　⑴　過 年 度 損 益 修 正 益 13 13 
６．特 別 損 失
　⑴　過 年 度 損 益 修 正 損 363 363 △ 350 
　　当 年 度 純 損 失 43,677 
　　前 年 度 繰 越 欠 損 金 252,764 
　　当 年 度 未 処 理 欠 損 金 296,441 
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平成２７年度奈良市都祁水道事業予定貸借対照表
（平成２８年３月３１日）

（単位：千円）
資　　産　　の　　部

１．固　定　資　産
　⑴　有 形 固 定 資 産
　　イ　土　　　　　　　　地 73,413 
　　ロ　建　　　　　　　　物 296,396 
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 43,193 253,203 
　　ハ　構　　　築　　　物 4,109,697 
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 1,013,578 3,096,119 
　　ニ　機 械 及 び 装 置 1,389,074 
　　　　減 価 償 却 累 計 額 △ 738,150 650,924 
　　　有 形 固 定 資 産 合 計 4,073,659 
　⑵　無　形　固　定　資　産
　　イ　ダ ム 使 用 権 480,172 
　　ロ　水　　　利　　　権 85,950 
　　　無 形 固 定 資 産 合 計 566,122 
　　固 定 資 産 合 計 4,639,781 
２．流　動　資　産
　⑴　現　　金　　預　　金 13,199 
　⑵　未　　　　収　　　　金 13,596 
　⑶　貯　　　　蔵　　　　品 1,140 
　　流　動　資　産　合　計 27,935 
　　資 　 　 産 　 　 合 　 　 計 4,667,716 
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負　　債　　の　　部

３．固　定　負　債
　⑴　企　　　　業　　　　債
　　イ　建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債 2,669,221 
　　　企 　 業 　 債 　 合 　 計 2,669,221 
　⑵　他　会　計　借　入　金
　　イ　その他の長期借入金 40,000 
　　　他 会 計 借 入 金 合 計 40,000 
　　固 定 負 債 合 計 2,709,221
４．流　動　負　債
　⑴　企　　　　業　　　　債
　　イ　建設改良費等の財源に
　　　　充てるための企業債 200,511 
　　　企 　 業 　 債 　 合 　 計 200,511 
　⑵　未　　　　払　　　　金 14,616 
　⑶　引　　　　当　　　　金
　　イ　賞　与　引　当　金 2,059 
　　　引 　 当 　 金 　 合 　 計 2,059 
　　流　動　負　債　合　計 217,186 
５．繰　延　収　益
　⑴　長 　 期 　 前 　 受 　 金 3,374,232 
　⑵　収　益　化　累　計　額 △ 1,370,101 2,004,131 
　　繰　延　収　益　合　計 2,004,131 
　　負 　 　 債 　 　 合 　 　 計 4,930,538 
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資　　本　　の　　部

６．資　　本　　金
　⑴　自 　 己 　 資 　 本 　 金 4,673 
　　資 　 本 　 金 　 合 　 計 4,673 
７．剰　　余　　金
　⑴　資 　 本 　 剰 　 余 　 金
　　イ　受 贈 財 産 評 価 額 2,276 
　　ロ　諸　　補　　助　　金 19,875 
　　ハ　負担金その他諸収入 6,795 
　　　資 本 剰 余 金 合 計 28,946 
　⑵　欠 　 　 　 損 　 　 　 金
　　イ　当 年 度 未 処 理 欠 損 金 296,441 
　　　欠 　 損 　 金 　 合 　 計 296,441 
　　剰 　 余 　 金 　 合 　 計 △ 267,495 
　　資 　 　 本 　 　 合 　 　 計 △ 262,822 
　　負　債　資　本　合　計 4,667,716 
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奈良市都祁水道事業注記表

会計に関する書類における注記

　Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

　　１　資産の評価基準及び評価方法

　　　　　貯蔵品　　先入先出法による原価法によっている。

　　２　固定資産の減価償却の方法

　　　　⑴　有形固定資産

　　　　　　・減価償却の方法　定額法（ただし、取替資産については取替法による。）

　　　　　　・主な耐用年数

　　　　　　　　建物　　　　　　２４～３８年

　　　　　　　　構築物　　　　　　８～８０年

　　　　　　　　機械及び装置　　　８～２０年

　　　　⑵　無形固定資産

　　　　　　・減価償却の方法　定額法

　　３　引当金の計上方法

　　　　⑴　退職給付引当金

　　　　　�　職員の退職手当の支給に備えるための退職給付引当金は、奈良市水道事業会

計で計上するものとする。

　　　　⑵　賞与引当金

　　　　　�　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、

当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１

２月から３月までの４か月分）を計上している。

　　４　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

　　　　⑴　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　　　　　�　なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理してい

る。
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　Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　　１　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　�　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して

１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は１，

２３３，９７５千円である。

　　２　保証債務又は重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

　　　　該当事項無し

　　３　引当金の取崩し

　　　　⑴　賞与引当金の取崩し

　　　　　�　平成２８年度において、期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の

支払いとして２，０５９千円を負担するため、賞与引当金を同額取り崩すもの

として算定した。

　Ⅲ．セグメント情報の開示

　　　�　事業セグメントは単一セグメントであり、重要性が乏しいためセグメント情報の

記載を省略している。
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奈良市議案第３９号

平成２８年度奈良市月ヶ瀬簡易水道事業会計予算

　（総則）

第１条　平成２８年度奈良市月ヶ瀬簡易水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　１．給　水　戸　数� ４３１戸

　２．年 間 総 給 水 量� １４８，７２７㎥

　３．１日平均給水量� ４０７㎥

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　入

　第１款　簡易水道事業収益� １３９，２７０千円

　　第１項　営　業　収　益� ２６，１７０千円

　　第２項　営 業 外 収 益� １０５，７０１千円

　　第３項　特　別　利　益*� ７，３９９千円

支　　　　　　　　　出

　第１款　簡易水道事業費用� １５１，８００千円

　　第１項　営　業　費　用� １３５，２９４千円

　　第２項　営 業 外 費 用� ７，４９２千円

　　第３項　特　別　損　失� ９，０１４千円

　（資本的収入及び支出）

第�４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額１，０４０千円は、過年度分損益勘定留保資金１，０４０千円で

補塡するものとする。）。

収　　　　　　　　　入

　第１款　資 本 的 収 入� １８，５６０千円

　　第１項　負　　担　　金� １８，３６１千円
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　　第２項　分　　担　　金� １９９千円

支　　　　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出� １９，６００千円

　　第１項　固定資産取得費� １，２１５千円

　　第２項　企 業 債 償 還 金� １８，３８５千円

　（一時借入金）

第５条　一時借入金の限度額は、５０，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第�６条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

　⑴　収益的支出における各項間の流用

　⑵　資本的支出における各項間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第�７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。

○⑴　職 員 給 与 費� １０，７９４千円

　（他会計からの補助金）

第８条　一般会計から補助を受ける金額は、次のとおりと定める。

○⑴　簡易水道事業債元利償還補助金� １２，４３５千円

○⑵　高料金対策補助金� ４２４千円 

○⑶　簡易水道事業助成金� ３７，８９１千円

　（たな卸資産購入限度額）

第９条　たな卸資産購入限度額は、５，０００千円と定める。

　　平成２８年２月２９日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　
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附    属    書    類

１．平成２８年度　奈良市月ヶ瀬簡易水道事業会計予算実施計画

２．平成２８年度　奈良市月ヶ瀬簡易水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

３．平成２８年度　奈良市月ヶ瀬簡易水道事業給与費明細書

４．平成２８年度　奈良市月ヶ瀬簡易水道事業予定貸借対照表

５．平成２７年度　奈良市月ヶ瀬簡易水道事業予定損益計算書

６．平成２７年度　奈良市月ヶ瀬簡易水道事業予定貸借対照表

７．奈良市月ヶ瀬簡易水道事業注記表
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奈良市月ヶ瀬簡易水道事業注記表

会計に関する書類における注記

　Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

　　１　資産の評価基準及び評価方法

　　　　　貯蔵品　　先入先出法による原価法によっている。

　　２　固定資産の減価償却の方法

　　　　⑴　有形固定資産

　　　　　　・減価償却の方法　定額法（ただし、取替資産については取替法による。）

　　　　　　・主な耐用年数

　　　　　　　　建物　　　　　　２４～３８年

　　　　　　　　構築物　　　　　１０～８０年

　　　　　　　　機械及び装置　　　８～２０年

　　　　⑵　無形固定資産

　　　　　　・減価償却の方法　定額法

　　３　引当金の計上方法

　　　　⑴　退職給付引当金

　　　　　�　職員の退職手当の支給に備えるための退職給付引当金は、奈良市水道事業会

計で計上するものとする。

　　　　⑵　賞与引当金

　　　　　�　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、

当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１

２月から３月までの４か月分）を計上している。

　　４　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

　　　　⑴　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　　　　　�　なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理してい

る。
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　Ⅱ．予定貸借対照表等関連

　　１　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　�　貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１

年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は１５

８，１６５千円である。

　　２　保証債務又は重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

　　　　該当事項無し

　　３　引当金の取崩し

　　　　⑴　賞与引当金の取崩し

　　　　　�　平成２８年度において、期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の

支払いとして７７３千円を負担するため、賞与引当金を同額取り崩すものとし

て算定した。

Ⅲ．セグメント情報の開示

　　�　事業セグメントは単一セグメントであり、重要性が乏しいためセグメント情報の記

載を省略している。
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奈良市議案第４０号

平成２８年度奈良市下水道事業会計予算

　（総則）

第１条　平成２８年度奈良市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　１．水 洗 化 人 口� ３１６，２２３人

　２．年 間 有 収 水 量� ３６，２４７，０５５㎥

　３．１日平均有収水量� ９９，３０７㎥

　４．主要な建設改良事業� １，００５，６６３千円

　　⑴　管 渠 建 設 費� ２８０，１１７千円

　　⑵　管 渠 改 良 費� ２５０，４７３千円

　　⑶　処 理 場 建 設 改 良 費� ２４６，０００千円

　　⑷　流域下水道整備事業費� ２２９，０７３千円

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　　　　　　入

　第１款　下水道事業収益� ７，３０７，０００千円

　　第１項　営　業　収　益� ４，６２９，３５１千円

　　第２項　営 業 外 収 益� ２，６７７，６１３千円

　　第３項　特　別　利　益� ３６千円

支　　　　　　　　　出

　第１款　下水道事業費用� ８，０９９，０００千円

　　第１項　営　業　費　用� ７，１７３，６４４千円

　　第２項　営 業 外 費 用� ９１４，４５９千円

　　第３項　特　別　損　失� ５，８９７千円

　　第４項　予　　備　　費� ５，０００千円

---109---



　（資本的収入及び支出）

第�４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額８７７，０００千円は、過年度分損益勘定留保資金２０３，４１

０千円、当年度分損益勘定留保資金６７３，５９０千円で補塡するものとする。）。

収　　　　　　　　　入

　第１款　資 本 的 収 入� ３，６７１，０００千円

　　第１項　企 　 　 業 　 　 債� １，９０２，２００千円

　　第２項　他 会 計 補 助 金� １，４０３，６１４千円

　　第３項　国庫補助金及び交付金� ３０２，８００千円

　　第４項　県 　 補 　 助 　 金� ３４，６４９千円

　　第５項　負 　 担 　 金 　 等� ２７，７３７千円

支　　　　　　　　　出

　第１款　資 本 的 支 出　� ４，５４８，０００千円

　　第１項　建 設 改 良 費� １，０９８，２０５千円

　　第２項　固 定 資 産 取 得 費� ２，８５９千円

　　第３項　企 業 債 償 還 金� ３，４４６，９３６千円

　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

　　　事　　　　　　項　　　 　期　　間　 　　　限　　度　　額　　

水洗便所改造資金融資斡旋事業に
伴う利子補給（公共下水道分）

平成 28 年度から
平成 32 年度まで

融資総額 33,000 千円を限度と
する年利 1.10% の範囲内の額

水洗便所改造資金借受者の金融機
関からの融資に対する損失補償
（公共下水道分）

平成 28 年度から
平成 32 年度まで

金融機関からの借入総額
33,000 千円及び当該借入期間
中の利息相当額並びに遅延利
息の合計額

水洗便所改造資金融資斡旋事業に
伴う利子補給（農業集落排水処理
施設分）

平成 28 年度から
平成 32 年度まで

融資総額 11,100 千円を限度と
する年利 1.10% の範囲内の額

水洗便所改造資金借受者の金融機
関からの融資に対する損失補償
（農業集落排水処理施設分）

平成 28 年度から
平成 32 年度まで

金融機関からの借入総額
11,100 千円及び当該借入期間
中の利息相当額並びに遅延利
息の合計額
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　（企業債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法  利　　　率 償 還 の 方 法

下水道事業  1,902,200 証書借入

5.0％以内
（利率見直し方
式により当該利
率の見直しを行
った後において
は、見直し後の
利率とする。）

借入先の融資条件
による。ただし企
業財政の都合によ
り、据置期間を短
縮し、若しくは繰
上償還又は低利に
借り換えることが
できる。

　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、５，０００，０００千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第�８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。

　⑴　収益的支出における各項間の流用

　⑵　資本的支出における各項間の流用 

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第�９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。

　⑴　職 員 給 与 費� ３２９，９５０千円

　（他会計からの補助金）

第�１０条　一般会計からこの会計への補助を受ける金額は、１，９２８，９２１千円であ

る。

　（たな卸資産購入限度額）

第１１条　たな卸資産購入限度額は、１００，０００千円と定める。

　　平成２８年２月２９日提出

　

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

千円
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附    属    書    類

１．平成２８年度　奈良市下水道事業会計予算実施計画

２．平成２８年度　奈良市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

３．平成２８年度　奈良市下水道事業給与費明細書

４．債務負担行為に関する調書

５．平成２８年度　奈良市下水道事業予定貸借対照表

６．平成２７年度　奈良市下水道事業予定損益計算書

７．平成２７年度　奈良市下水道事業予定貸借対照表

８．奈良市下水道事業注記表
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奈良市下水道事業注記表

会計に関する書類における注記

　Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

　　１　固定資産の減価償却の方法

　　　⑴　有形固定資産

　　　　　・減価償却の方法　定額法

　　　　　・主な耐用年数

　　　　　　　建物　　　　　　１５～５０年

　　　　　　　構築物　　　　　　　　５０年

　　　　　　　機械及び装置　　　６～２０年

　　　　　　　器具及び備品　　　２～１５年

　　　⑵　無形固定資産

　　　　　・減価償却の方法　定額法

　　２　引当金の計上方法

　　　⑴　退職給付引当金

　　　　　�　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相

当する金額を計上している。なお、地方公営企業法適用前である平成２５年度

までの要支給額については、一般会計がその全部を負担することになっている

ため、退職給付引当金は計上していない。

　　　⑵　賞与引当金

　　　　　�　職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払に備えるため、

当年度末における支給（支払）見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１

２月から３月までの４か月分）を計上している。

　　　⑶　貸倒引当金

　　　　　�　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込

額を計上している。

　　３　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項
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　　　⑴　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　　　　　�　なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理してい

る｡

　Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連

　　１　重要な非資金取引

　　　　⑴�　当年度、新たに計上する受贈財産に係る資産及び負債の額は、それぞれ２２

９，５１７千円の見込みである。

　Ⅲ．予定貸借対照表関連

　　１　保証債務又は重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項

　　　　該当事項無し

　　２　引当金の取崩し

　　　　⑴　賞与引当金の取崩し

　　　　　�　平成２８年度において、期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の

支払として２６，６７１千円を負担するため、賞与引当金を同額取り崩すもの

として算定した。

　　　　⑵　貸倒引当金の取崩し

　　　　　�　平成２８年度において、５年経過債権及び破産等により免責対象となる債権

３，６８５千円について不納欠損処分をするため、貸倒引当金を同額取り崩す

ものとして算定した。

　Ⅳ．セグメント情報の開示

　　１　報告セグメントの概要

　　　�　下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業を運営しており、各事

業で運営方針等を決定していることから、公共下水道事業及び農業集落排水事業の

２つを報告セグメントとしている。

　　　　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。
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農 業 集 落 排水 事業

公 共 下 水 道 事 業

セグメント区分 事業の内容

市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除

農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除

　　２　報告セグメントごとの営業収益等

　　　　当年度　（ 自　平成28年4月1日　至　平成29年3月31日 ）

単位（千円） 公共下水道事業 農業集落排水事業 合　計

営業収益 4,589,682 39,669 4,629,351

営業費用 6,751,692 421,952 7,173,644

営業損益 △2,162,010 △382,283 △2,544,293

経常損益 △573,996 △207,143 △781,139

その他項目

　他会計繰入金 513,428 11,879 525,307

　減価償却費 3,626,048 322,599 3,948,647

　特別利益 36 0 36

　特別損失 5,897 0 5,897

　有形固定資産及び無形

固定資産の増加額
1,100,309 755 1,101,064

　Ⅴ．リース契約により使用する固定資産

　　１　リース会計に係る特例措置

　　　�　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっている。

　　２�　賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リ

ース料相当額

　　　　　１年内　　　　　８０２千円

　　　　　１年超　　　　　８７８千円

　　　　　　計　　　　１，６８０千円
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　　３　解約不能のオペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　　　　１年内　　　１，８７２千円

　　　　　１年超　　　１，６７６千円

　　　　　　計　　　　３，５４８千円

　　４　長期継続契約に係るリース債務

　　　�　通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務の

うち、地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約に係るものは下記の金額で

ある。

　　　　短期リース債務　１，８５８千円

　　　　長期リース債務　１，７０２千円
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